
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

1,820 単位時間 170 単位時間 1,950 単位時間 0 単位時間 0 単位時間 0 単位時間

年 単位 単位 単位 単位 単位 単位

40 人 37 人 人 8 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 ６

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

100%

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数）

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 30

総単位数

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数

30

うち必修授業時数 1,520

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 0

製造業

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 0

うち企業等と連携した必修の演習の単位数

当該学科の
ホームページ

URL
https://hamasen.ac.jp/department/international-cad/

80
■進学者数 0
■その他

 1名自閉症(障碍者手帳有)により卒業を優先し、卒業後に自治体の就労移行支援を受ける

うち企業等と連携した演習の単位数

うち必修単位数

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数 1,820

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 300

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

37

（令和６年度卒業生）

4
■地元就職者数 (F) 4
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 80

100

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 5
■就職希望者数 (D)　　　　　： 5
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和６年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的
CADで作図、CADデータからNCプログラムへの変換、PLC（Programmable Logic Controller）を使った機械制御技術等、一連の製造工程におけるさまざまな知識・技能を習
得し、静岡県西部地区という製造業が盛んな地域社会で活躍できる技術者の育成を目的とする。

学科の特徴（取得
可能な資格、中退

率　等）

「CAD設計」「シーケンス制御」「NCプログラミング」を本学科の三本柱とする。それぞれの知識・技術を習得したのち、設計から加工までを通した演習にて、一貫した製造工
程を学ぶ。また、CAD利用技術者試験基礎、第2種電気工事士免許を受験し、合格を目指す。

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験 実技

専門課程（工業） 国際ＩＴ・ＣＡＤ科 令和 3(2021)年度 - 令和 6(2024)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

中退率

令和７年７月２５日

４３０－０９２９

０５３－４５０－６５５０
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人
静岡理工科大学

昭和27年3月31日 杉浦　哲 静岡県静岡市葵区御幸町２０番地
４２０－８５３７

０５４－２０４－２４９０

浜松未来総合専門学校 昭和59年12月24日 佐藤　雅一 静岡県浜松市中央区中央３丁目１０－３１

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

工業

https://hamasen.ac.jp/department/international-cad/


人

人

人

人

人

人

人

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等において
その担当する教育等に従事した者であって、当該専門課
程の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算して六
年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 1

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 2

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 計 5

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度
の実務の能力を有する者を想定）の数

4

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 1

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 1



種別

①

③

－

－

（年間の開催数及び開催時期）

三浦　千尋 浜松未来総合専門学校　国際IT・CAD科
令和７年４月１日～
　　令和８年３月３１日（１年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載するこ
と。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年２回　（７～９月、２～３月）

（開催日時（実績））
第1回　令和6年9月6日（金）　15:00～17:00
第2回　令和7年3月10日（金）　14:00～16:00

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
静岡県西部の製造業で活躍する技術者を育成するため、設計から加工までの一連の製造工程を習得できるカリキュラム
で授業科目を編成している。企業の方へのヒアリングをとおして、地元企業のニーズ、業界の動向、現場で必要とされる知
識と技術を把握し、授業に反映させる。また、工場見学等、現場と学校をつなぎ、学習効果の向上を図る。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

企業等の意見を教育に反映させるため、学校組織内に教育課程編成委員会として位置付ける「教育課程編成委員会」を
「浜松未来総合専門学校　教育課程編成委員会規程」に則り設置しており、委員会の意見を教育課程の編成に反映できる
体制としている。教育課程編成委員会は、校長の下に設置され、教育課程編成委員会の意見は新年度運営計画作成の際
に審査されたのち、校長の許可を経て決定する。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

荒木　弥 株式会社荒木アンジニアリング　代表取締役
令和７年４月１日～
　　令和８年３月３１日（１年）

令和７年５月１日現在

小澤　稔 浜松未来総合専門学校　教務課長
令和７年４月１日～
　　令和８年３月３１日（１年）

名　前 所　　　属 任期

袴田　尚久 浜北機械金属工業組合　代表取締役
令和７年４月１日～
　　令和８年３月３１日（１年）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

近年の製造業の現場においてロボットによる自動化が進んでいること、地元企業では従業員の高齢化が進み、ITに強い人
材が必要とされているとの情報提供をいただいた。特に荒木委員は地元でロボットアーム教育を企業向けに行っており、ロ
ボットアームの知識・技術を習得していることは就職活動においてもアピールになるとのご意見をいただいた。この意見を受
け、令和６年度末にロボットアーム４台を購入、令和７年度から授業に組み込んだ。



科　目　名 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

担当教員と企業の講師間で、学習内容、成果の評価について合意する。学習内容は、生産管理のしくみを中心に、工場で
の業務、品質管理、原価管理等、製造業全般についての講義と演習を行う。また、その中で他の科目の学習内容と整合で
きるように連携する。修了時には、評価結果を踏まえて担当教員がその科目の成績評価を行う。

小野経営科学研究所

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
製造現場での実務経験がある。または、現職としてその業務に従事している講師により、現場で必要となる知識・技術を実
例やケーススタディを織り交ぜながら、実習・演習を行う。さらに、静岡県西部ならではの製造業の状況を授業に反映させ、
より実践的な授業の展開を行う。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

企業連携の方法

１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

製造業は製品を生産し、販売する業
である。ゆえに、顧客の求めている製
品は何か、それをどう売るか、利益を
どのように増やすことができるか、製
造業にとってのマネジメントを理解す
る。

経営学概論

科　目　概　要



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

②指導力の修得・向上のための研修等

AI・ChatGPTを用いた教員の教育力・指導力向上に必要な研修を実施

令和7年3月19日 対象： 国際IT・CAD科教員

産業用ロボットの役割、分類・考え方、応用例について学ぶ。

②指導力の修得・向上のための研修等

論理には「経済の論理」「政治の論理」「法技術の論理」「社会の論理」があり、それぞれの性質を理解し、
対峙する議論に対してどのようなズレに着目し収束に向けていくかを実践的に学ぶ。

「多様な学生が共に学ぶ環境整備について」 連携企業等： ㈱リソースフル

令和7年3月14日 対象： 全教職員

学生の可能性を引き出す「勇気づけコミュニケーション」の考え方を知り、コミュニケーションスキルの重要
性を理解する。また、アンコンシャス・バイアスのチェックテストを通して、自分自身の思い込みの傾向を把
握する。

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

協働ロボットを使用する際に必要な構成品、基本的な接続方法、操作方法、安全設定などについて学ぶ。

初めての産業用ロボット 連携企業等： （株）三菱電機

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

「浜松未来総合専門学校　職員研修規程」を定め、教員の資質、人間性、専門分野における知識、技術の向上を図るため
の「教職員研修」を、企業等及び研修機関と連携し、育成対象の教員に対し組織的及び計画的に実施している。

MELFA ASSISTA はじめよう協働ロボット入門編 連携企業等： （株）三菱電機

令和7年3月19日 対象： 国際IT・CAD科教員

「ちょっと深いファシリテーション」 連携企業等： ㈱Career Foundation

令和7年1月6日 対象： 全教職員

DOBOTMagician活用事例セミナー 連携企業等： 株式会社アフレル

令和７年秋季 対象： 国際IT・CAD科教員

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

教育機関にてDobotMagicianを活用している授業の事例について学ぶ。

DOBOTMagician関連研修 連携企業等： 未定

令和７年秋季 対象： 国際IT・CAD科教員

Dobot magician　の活用方法を学ぶ研修を受講予定

指導力向上研修会 連携企業等： 未定

令和７年夏季または冬季 対象： 全教職員



種別

企業

企業

企業

企業

企業

企業

企業

企業

企業

企業

卒業生

保護者

高校等

専門家等

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

システムコラボ・マネジメント 理事長
令和７年４月１日
　　～令和８年３月３１日（１年）

内田 まどか 静岡県予防医学協会 健康増進課
令和７年４月１日
　　～令和８年３月３１日（１年）

土田 昌宏 株式会社イデア 代表取締役
令和７年４月１日
　　～令和８年３月３１日（１年）

杉本 恵美 株式会社スティルアン 管理部
令和７年４月１日
　　～令和８年３月３１日（１年）

田中 宏和

水野 拓宏 株式会社アルファコード 取締役ファウンダー 兼 CTO
令和７年４月１日
　　～令和８年３月３１日（１年）

関　正宏

山崎 正太郎 たんぽぽ保育園 園長
令和７年４月１日
　　～令和８年３月３１日（１年）

小野 哲 小野経営科学研究所 代表
令和７年４月１日
　　～令和８年３月３１日（１年）

（６）教育環境 基準(5)　教育環境
（７）学生の受入れ募集 基準(6)　学生の募集と受け入れ
（８）財務 基準(7)　財務

（３）教育活動 基準(2)　教育活動
（４）学修成果 基準(3)　教育成果
（５）学生支援 基準(4)　学生支援

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（１）教育理念・目標 基準(1)　教育理念、目標
（２）学校運営 基準(7)　学校運営

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
本校における学校関係者評価は、年度の教育活動をまとめた自己点検評価報告書について外部の学校関係者から意見
をいただき、学校教育に反映させることにより、教育活動及び学校運営をより良いものに改善することを基本方針に定め、
２つの目的を掲げ実施している。
①本校の教育活動その他の学校運営について、社会のニーズを踏まえた目指すべき目標を設定し、その達成状況や達成
に向けた取組の適切さ等について評価・公表する。また、このことにより、本校の組織的・継続的な改善を図ること。
②自己評価に結果に基づいて行う学校関係者評価により、適切な説明責任を果たすとともに、学校関係者等から理解と参
画を得て、地域におけるステークホルダーと本校との連携協力による特色ある学校づくりを進めること。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（３）学校関係者評価結果の活用状況
授業アンケート実施後の集計について、フィードバックまでに時間を要している指摘に関して、１人の講師が複数科目担当
されていた場合、アンケート結果を１人分にまとめてフィードバックしていた。このとりまとめ作業時間を要しており、現在は
シンプルに科目単位でアンケート結果をフィードバックする運用に切り替えた。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
令和７年５月１日現在

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守 基準(7)　法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 基準(8)　社会貢献
（１１）国際交流

株式会社アルファコード 企画開発部
令和７年４月１日
　　～令和８年３月３１日（１年）

鯨 佑輔 浜松未来総合専門学校 同窓会 会長
令和７年４月１日
　　～令和８年３月３１日（１年）

松島 あずさ 浜松未来総合専門学校 後援会 会長
令和７年４月１日
　　～令和８年３月３１日（１年）

西村 智子 静岡県立磐田西高等学校 校長
令和７年４月１日
　　～令和８年３月３１日（１年）

増田 公基 七恵会　理事長
令和７年４月１日
　　～令和８年３月３１日（１年）

中野 雅晴 舘山寺温泉観光協会　専務理事
令和７年４月１日
　　～令和８年３月３１日（１年）

星野 仁 浜松市 企画調整部 情報システム課
令和７年４月１日
　　～令和８年３月３１日（１年）



（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://hamasen.ac.jp/about/disclosure/#school-information
公表時期： 令和７年６月３０日

（１１）その他 その他の教育活動（附帯事業等）
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 資金収支計算書、貸借対照表
（９）学校評価 自己評価・学校関係者評価の結果
（１０）国際連携の状況 留学生の受け入れ（受入学科、入学選考方法、出願資格）

（５）様々な教育活動・教育環境
施設・設備、学校行事、各種コンテスト、大学との連携プロジェクト、選
択授業

（６）学生の生活支援 カウンセリング、保護者との連携体制
（７）学生納付金・修学支援 学生納付金、経済的支援措置

（２）各学科等の教育
設置コース、専門課程、修業年数、募集定員、学習時間数、入学者
数、卒業者数、取得可能資格、主な就職先

（３）教職員 教職員数、組織図、研修
（４）キャリア教育・実践的職業教育 キャリア教育、就職支援

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
　産業構造や労働環境、さらには職業としての役割が大きく変化し続ける中にあって、本校がその教育理念、目的・目標、および教育
活動や組織概要、特徴的な教育内容や学校が抱えている課題などを、社会に対して正確かつ積極的に伝えることが必要であり、その
ために広く学校の情報を公開することを基本的な方針とする。
　情報公開することによって、学校の教育活動・運営の改善に資するだけではなく、産業界と密接に連携した職業教育の充実により、
社会の求める人材養成にかかるニーズを満たすことの評価と持続的な課題解決と教育の充実にも繋げる。
　また、学生の確保、学生の進学ミスマッチによる中退・不登校などの問題、今後さらに見込まれる外国人留学生の増加などに対応す
るためにも、入学希望者などに幅広く、かつ、正確な学校情報を伝える必要がある。さらに、企業などからの専門的・実践的な能力など
を有する人材に対する需要は年々増加しており、今後さらに企業などとの連携を深め、産官学協同で人材育成をすることが必要と考
える。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 学校概要、教育理念、教育目標

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://hamasen.ac.jp/about/disclosure/#school-information
公表時期： 令和７年６月３０日

https://hamasen.ac.jp/about/disclosure/#school-information
https://hamasen.ac.jp/about/disclosure/#school-information
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1 ○ みらい考房

自分の「みらい(働く姿)」をイメージし、実現に向
け、今何をすべきか、何を準備すべきかを修学基
礎、職業人講話、プロジェクトデザイン等の授業を
通して考える全校統一・学科横断プログラム。

1
・
通

130 5 ○ ○ ○ ○

2 ○ 就職Ⅰ

海外の民間企業で採用を行っていた教員が、就職活
動の流れ、企業研究の方法、エントリーシート・履
歴書の書き方、面接対策等、就職活動を行う上で必
要となる知識・技能を学び、就職に備える。

1
・
通

30 1 ○ △ ○ ○

3 ○ 就職Ⅱ

海外の民間企業で採用を行っていた教員が内定～入
社の間に想定される企業とのコミュニケーションに
ついて学ぶ。定例文の学習に加え、ケーススタディ
を行い、実際の場面で活用できる判断能力を身につ
ける。

2
・
前

20 1 ○ △ ○ ○

4 ○ 就労準備
新社会人としての心得を学ぶ。また内定した企業と
の入社手続きに関する提出書類の作成などを準備す
る。

2
・
後

20 1 ○ ○ ○

5 ○
ビジネス文書
作成Ⅰ

話し言葉と書き言葉を区別し、人に伝わる文章を学
ぶ。さまざまな場面にあった表現を学び、情報を過
不足なく、丁寧に伝えるスキルを身につける。

1
・
前

30 1 ○ ○ ○

6 ○
ビジネス文書
作成Ⅱ

ビジネスで使用される文書について学ぶ。文書の種
類、重要性、基本的なフォーマットを学び、正しく
情報を読み取ったり、文書を作成するスキルを身に
つける。

2
・
後

30 1 ○ ○ ○

7 ○
ビ ジ ネ ス マ
ナー

民間企業で採用を担当していた教員が社会人として
必要な立ち振る舞いを指導する。相手を不快にさせ
ず、人間関係を円滑にすすめるための言葉づかい、
姿勢、表情も身に付けさせる。

1
・
後

30 1 ○ △ ○ ○

8 ○
ビジネスメー
ル

ビジネス場面におけるメールスキルを学ぶ。基本的
なメールのフォーマット、表現に加え、返信のタイ
ミングやメールと電話の使い分け等、状況に応じた
対応も身につける。

1
・
後

30 1 ○ △ ○ ○

授業科目等の概要

（専門課程（工業） 国際ＩＴ・ＣＡＤ科）
分類

授業科目名 授業科目概要
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年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



9 ○
ビ ジ ネ ス コ
ミ ュ ニ ケ ー
ションⅠ

多様化する社会の中で生きていくため、自分とは異
なる文化、習慣、考えを理解し、円滑にコミュニ
ケーションをとっていくスキルを身につける。

1
・
前

30 1 ○ ○ ○

10 ○
ビ ジ ネ ス コ
ミ ュ ニ ケ ー
ションⅡ

さまざまな文化や考えを持つ人々と働いていくた
め、意見を出し合い、互いに認め合って問題解決で
きるコミュニケーション力を身につける。

2
・
前

60 2 ○ ○ ○

11 ○ 応用日本語Ⅰ
自分の専門分野について書籍や解説で理解し、それ
について所感を書いたり質問をしたりすることがで
きる日本語力を身につける。

1
・
通

60 2 ○ ○ ○

12 ○ 応用日本語Ⅱ
さまざまな分野の高度な内容について理解し、それ
について議論したりレポートを書いたりすることが
できる日本語力を身につける。

2
・
通

30 1 ○ ○ ○

13 ○
日本語資格対
策Ⅰ

留学生に対し、日本語能力を証明する資格試験に合
格するよう、対策を行う。

1
・
通

60 2 ○ ○ ○

14 ○
日本語資格対
策Ⅱ

留学生に対し、日本語能力を証明する資格試験の上
位級に合格するよう、対策を行う。

2
・
通

60 2 ○ ○ ○

15 ○ 日本文化Ⅰ
日本の一般的な風習、習慣、文化について学ぶ。伝
統的な日本文化だけでなく、現代日本のポップカル
チャーや最新技術についても取り上げる。

1
・
前

30 1 ○ ○ ○

16 ○ 日本文化Ⅱ

日本社会とその背景にある日本人の思想、考え方等
について学ぶ。現代日本における問題点についても
取り上げ、その中で自分はどのように生きていくか
を考察する。

2
・
通

60 2 ○ ○ ○

17 ○
英会話と資格
Ⅰ

ホテルで英語を使って業務を行っていた教員が日本
人に対し、英語能力を証明する資格試験に合格する
よう、対策を行う。

1
・
通

120 4 ○ ○ ○

18 ○
英会話と資格
Ⅱ

日本人に対し、英語能力の上位級を証明する資格試
験に合格するよう、対策を行う。

2
・
通

90 3 ○ ○ ○



19 ○ 世界文化Ⅰ
初級～中級レベルの英語の学習を通し、世界の風俗
風習、政治経済等について学ぶ。

1
・
通

30 1 ○ ○ ○

20 ○ 世界文化Ⅱ
中級～上級レベルの英語の学習を通し、現代社会の
問題点等について学ぶ。

2
・
通

60 2 ○ ○ ○

21 ○ IT基礎技術Ⅰ

民間企業でオフィススソフトウェアを活用した実務
経験のある教員が、コンピュータの基本的な操作、
ファイルとフォルダの管理、タイピング、
MicrosoftOffice（Word、Excel）を学ぶ。

1
・
前

60 2 ○ ○ ○

22 ○ IT基礎技術Ⅱ

民間企業でオフィススソフトウェアを活用した実務
経験のある教員が、 MicrosoftOffice（ Word、
Excel、Powerpoint）を使って、さまざまなドキュ
メントを作成するスキルを学ぶ。

2
・
前

30 1 ○ ○ ○

23 ○
プレゼンテー
ション技法Ⅰ

プレゼンテーションの基本的な流れを理解し、5分
程度のプレゼンテーションを言葉づかい、表情、姿
勢に留意しながら行えるスキルを学ぶ。

1
・
後

30 1 ○ ○ ○

24 ○
プレゼンテー
ション技法Ⅱ

目的に合った情報を収集、整理し、資料等を使いな
がら相手にわかりやすく伝えるプレゼンテーション
技法を学ぶ。

2
・
後

30 1 ○ ○ ○

25 ○ 経営学概論

製造業で実務経験のある教員が担当する。工場のし
くみを理解し、製品がどのように作られているか、
原価計算、資材管理、生産管理、商品管理などの必
要性や他部署との関わりを学ぶ。

2
・
前

30 1 ○ ○ ○ ○

26 ○
マーケティン
グ

販売業でマーケティングの知識を生かし勤務してい
た教員が、製造業界の現状を学び、生産管理やプロ
ジェクトマネジメント、コスト意識や業務改善提案
力など、企業現場で求められている状況に対応でき
るよう学ぶ。

2
・
後

30 1 ○ ○ ○

27 ○ 財務管理

金融機関に勤務していた教員が給与明細を参考に、
税金、社会保険、各種控除等の意味を理解し、個人
と企業、個人と社会、社会と企業の財務的なつなが
りについて学ぶ。

2
・
前

30 1 ○ ○ ○

44合計 科目 72(2,120) 単位（単位時間）



期

週

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分

１学期の授業期間
（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

2

20

卒業要件：
必須科目全ての成績評価において不可の評価(評価点６０点未満)がなく、年間出
席時限数が年間消化時限数の８５％以上であり学納金未納でないこと。

履修方法： 必修科目を全て履修すること。


